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(57)【要約】
【課題】通常の石油精製工程で得られる残留炭素分付与基材を用いながら、スラッジが遊
離水分と結びつくことによって生じるフィルター閉塞の問題を生じないＡ重油組成物を提
供する。
【解決手段】本発明に係るＡ重油組成物は、以下の性状（１）～（４）を満たす残留炭素
分付与基材を含有する。
（１）密度が１．０ｇ／ｃｍ３以下
（２）比誘電率が３．０以下
（３）アスファルテン含有量が１０質量％以下
（４）レジン含有量が６質量％以下
　前記残留炭素分付与基材は、上記（１）～（４）に加え、更に、金属分含有率が５質量
ｐｐｍ以下であることが好ましい。本発明のＡ重油組成物の製造方法は、中間留分基材に
上記（１）～（４）を満たす残留炭素分付与基材を添加する。
【選択図】　なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　以下の性状（１）～（４）を満たす残留炭素分付与基材を含有することを特徴とするＡ
重油組成物。
（１）密度が１．０ｇ／ｃｍ３以下
（２）比誘電率が３．０以下
（３）アスファルテン含有量が１０質量％以下
（４）レジン含有量が１０質量％以下
【請求項２】
　残留炭素分付与基材の金属分含有量が５質量ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項
１記載のＡ重油組成物。
【請求項３】
　中間留分基材に、以下の性状（１）～（４）を満たす残留炭素分付与基材を添加するこ
とを特徴とするＡ重油組成物の製造方法。
（１）密度が１．０ｇ／ｃｍ３以下
（２）比誘電率が３．０以下
（３）アスファルテン含有量が１０質量％以下
（４）レジン含有量が１０質量％以下
【請求項４】
　残留炭素分付与基材の金属分含有量が５質量ｐｐｍ以下であることを特徴とする請求項
３記載のＡ重油組成物の製造方法。
　
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、農漁業用、定置型発電用、建設機器用等、陸上輸送用以外のディーゼルエン
ジン、及びボイラー等の燃焼機器用の燃料として広く用いられているＡ重油組成物に関す
るものである。更に詳しくは、水分の析出や混入によって生成するスラッジが燃料フィル
ターの目詰まりを起こさない、フィルター通油性に優れるＡ重油組成物に関するものであ
る。
【背景技術】
【０００２】
　Ａ重油は、ＪＩＳ　Ｋ　２２０５「重油」の１種１号あるいは２号に分類される重油の
一種であるが、その成分の殆どは直留軽油や脱硫軽油、分解軽油などの留分で占められて
いる。そこで、製造後のＡ重油が地方税法第７００条の２第１項第１号に規定される軽油
の対象から除外されるように、その１０％残油の残留炭素分（以下、１０％残炭という）
が０．２質量％よりも多くなるように、残渣油などの重質留分が残留炭素分付与基材とし
て少量添加されている。
【０００３】
　一般に、残留炭素分付与基材である重質留分中には、残留炭素分に相当するアスファル
テン分やレジン分などの他、微量の金属分などの不純物が含まれており、それらがドライ
スラッジとしてＡ重油組成物中に微粒子として存在している。スラッジがフィルターにお
ける目詰まりの要因となることは一般に知られており、スラッジを低減させるためにスラ
ッジ安定性を向上させ、或いは通油性を向上させるための手法が提案されている。例えば
、特開２００４－０９１６７６号公報には、特定の石油樹脂類を残留炭素分付与基材とし
て用いることにより通油性を向上させたＡ重油組成物が、また、特開２００７－２３１１
２１号公報には、基材として特定の脂肪酸アルキルエステル類を配合することによりドラ
イスラッジを低減したＡ重油組成物が開示されている。
【特許文献１】特開２００４－０９１６７６号公報
【特許文献２】特開２００７－２３１１２１号公報
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【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、残留炭素分付与基材として特定の石油樹脂類を用いることや、基材とし
て特定の脂肪酸アルキルエステル類を用いることは、特定の製造設備を新たに設置するか
、あるいは市販品を購入して用いる必要があり、結果的に製造コストを上昇させてしまう
ために好ましくない。またドライスラッジ量が低減されたとしても、フィルターにおける
目詰まりや閉塞が発生し得るという問題は、以下に説明するように、遊離水分との関係で
依然として残ることになる。
【０００５】
　即ち、Ａ重油組成物中に存在する微粒子状のドライスラッジは、通常、その量が過度に
多くならない限り、燃料フィルターのメッシュを容易に通過するため、フィルターを閉塞
させてしまう等の問題には至らないことが多い。その一方で、例えば貯蔵中のＡ重油組成
物の温度変化によって飽和水分量が減少し、溶解していた水分が析出したような場合や、
貯蔵タンク内側の結露などによって水分が混入したような場合、遊離水分の多くはコアレ
ッサーなどによって容易に分離除去することが可能であるが、一部の遊離水分は微粒子状
のドライスラッジと結合し、組成物中に浮遊し、コアレッサーで分離除去できないものと
なる。そして、その粒径が燃料フィルターのメッシュよりも大きくなってしまった場合に
、しばしば燃料フィルターを閉塞させてしまうことがある。
【０００６】
　従って、このような問題を解決するためには、Ａ重油組成物中のドライスラッジを減少
させることは勿論であるが、水分がドライスラッジと結合することを抑制することが必要
である。しかしながら、上記文献を含む従来の技術では、ドライスラッジと遊離水分とが
結びつくことによって生じるフィルター閉塞問題の解決に言及したものはない。
【０００７】
　そこで、本発明の目的は、通常の石油精製工程で得られる残留炭素分付与基材を用いな
がら、ドライスラッジが遊離水分と結びつくことによって生じるフィルター閉塞の問題を
生じないＡ重油組成物及びその製造方法を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らはＡ重油組成物において通常の石油精製工程で得られる残留炭素分付与基材
を使用しつつ、水分とドライスラッジとの結合を促進する要素について鋭意研究を行った
。その結果、特定の性状を有する残留炭素分付与基材を用いた場合において、水分とドラ
イスラッジとの結合を抑制しやすくなる傾向があることを見出した。本発明は、その新た
な知見によるものであり、即ち、以下の性状（１）～（４）を満たす残留炭素分付与基材
を含有することを特徴とするＡ重油組成物である。
　（１）密度が１．０ｇ／ｃｍ３以下
　（２）比誘電率が３．０以下
　（３）アスファルテン含有量が１０質量％以下
　（４）レジン含有量が１０質量％以下
【０００９】
　本発明において残留炭素分付与基材とは、残留炭素を付与するものであればよい。一般
的には、そのような残留炭素分付与基材として、原油を常圧蒸留或いは減圧蒸留した残渣
油やアスファルト留分、接触分解や水素化分解などの分解装置残渣油等が用いられるが、
本発明においては、上記（１）～（４）の性状を満たすものであることが必要であり、そ
のような基材としては、例えば中東系の軽質原油などから得られる常圧蒸留残渣油や減圧
蒸留残渣油から溶剤抽出などによりアスファルトを除去して得られる脱れき油などが好適
である。
【００１０】
　本発明のＡ重油組成物は、上記（１）～（４）に加え金属分含有量が５質量ｐｐｍ以下
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であることを満足する残留炭素分付与基材を含有するものであってもよい。なお、金属分
含有量に計上される主な金属として、ナトリウム、カリウム、バナジウム、ニッケル、鉄
、アルミニウム、シリコンが考えられるが、その他の金属についてもこれらと同様、残留
炭素分付与基材に含まれていないことが好ましい。
【００１１】
　本発明のＡ重油組成物の製造方法は、中間留分基材に上記（１）～（４）を満たす残留
炭素分付与基材を添加する。ここで添加される残留炭素分付与基材は、上記（１）～（４
）に加え金属分含有量が５質量ｐｐｍ以下であることを満足するものであってもよい。
【００１２】
　本発明の中間留分基材とは、１０％残炭を除く、Ａ重油組成物として必要な性状、例え
ば密度、蒸留性状、動粘度や硫黄分などに応じて適宜配合される基材であって、主に原油
の常圧蒸留や重油を分解して得られる、沸点範囲が約１５０～４００℃の範囲の各留分を
意味する。具体的には、沸点範囲が約１５０～２８０℃程度の直留灯油留分や分解灯油留
分、沸点範囲が約２００～４００℃程度の直留軽油留分や分解軽油留分およびこれらの水
素化脱硫物などである。
【発明の効果】
【００１３】
　本発明のＡ重油組成物、及び本発明の製造方法によるＡ重油組成物は、通常の石油精製
工程で得られる残留炭素分付与基材を用いながら、従来のＡ重油組成物と比較し、貯蔵中
或いは輸送中等に析出、あるいは混入した水分とドライスラッジとの結合性が低く、燃料
フィルターの閉塞が生じ難いものとなる。
【００１４】
　本発明のＡ重油組成物に配合される残留炭素分付与基材の密度は１．０ｇ／ｃｍ３以下
であれば、その他上記（２）乃至（４）の条件を満たす限り本発明の効果を得ることがで
きる。密度が１．０ｇ／ｃｍ３よりも大きくなると、他の条件を満たしていても、Ａ重油
組成物中のドライスラッジと水分との分離性が悪くなり好ましくない。更に、よりその効
果を高めるためには、好ましくは０．９５ｇ／ｃｍ３以下であり、より好ましくは０．９
４ｇ／ｃｍ３以下である。
【００１５】
　本発明のＡ重油組成物に配合される残留炭素分付与基材の比誘電率は３．０以下であれ
ば、その他上記（１）、（３）及び（４）の条件を満たす限り本発明の効果を得ることが
できる。比誘電率が３．０よりも大きくなると、他の条件を満たしていても、その効果を
得ることができないため好ましくない。更に、よりその効果を高めるためには、比誘電率
は２．９以下であることが好ましい。
【００１６】
　本発明のＡ重油組成物に配合される残留炭素分付与基材のアスファルテン含有量は１０
質量％以下であれば、その他上記（１）、（２）及び（４）の条件を満たす限り本発明の
効果を得ることができるが、その効果を高めるためには５質量％以下がより好ましく、３
質量％以下であることが更に好ましく、最も好ましくは１質量％以下である。
【００１７】
　本発明のＡ重油組成物に配合される残留炭素分付与基材のレジン含有量は１０質量％以
下であれば、その他上記（１）乃至（３）の条件を満たす限り本発明の効果を得ることが
できるが、その効果を高めるためには６質量％以下がより好ましい。
【００１８】
　また、残留炭素分付与基材が、上記（１）乃至（４）の条件を満たすことに加え、更に
、金属分含有量が５質量ｐｐｍ以下のものであれば、水分とドライスラッジとの混合がよ
り生成しにくいものとなる。更に、よりその効果を高めるためには、金属分含有量は３質
量ｐｐｍ以下であることが好ましく、最も好ましくは１質量ｐｐｍ以下である。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１９】
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　以下、本発明のＡ重油組成物及びその製造方法について詳しく説明する。
　本発明のＡ重油組成物は、公知の軽油基材、例えば、直留灯油留分、直留軽油留分、分
解軽油留分、分解灯油留分およびこれらの水素化脱硫物等から選択される１種以上（本発
明の中間留分基材に相当）に、特定の性状を有する残留炭素分付与基材を添加して得るこ
とができる。ここで、直留灯油留分及び直留軽油留分とは原油を常圧蒸留して得ることが
できる。分解軽油留分、分解灯油留分は重質油を接触分解や熱分解、水素化分解等するこ
とにより得ることができる。また、前記分解軽油留分、分解灯油留分の硫黄分を予め低減
しておくことを目的に、重質油を接触分解や熱分解、水素化分解等する前に予め間接脱硫
法や直接脱硫法等の水素化脱硫処理を行うことができる。加えて、前記脱硫反応に伴い生
成する軽質炭化水素留分も、分解軽油留分、分解灯油留分として使用することができる。
通常はこれらの留分を所望の性状となるように、例えば密度，蒸留性状、硫黄分や動粘度
が所望の範囲となるように配合して使用する。
【００２０】
　残留炭素分付与基材は、Ａ重油に分類する燃料油についての税法上の規定を満たすため
に、上記のように、Ａ重油組成物の１０％残炭を０．２質量％よりも多くなるように添加
される基材であり、（１）密度が１．０ｇ／ｃｍ３以下、（２）比誘電率が３．０以下、
（３）アスファルテン含有量が１０質量％以下、（４）レジン含有量が１０質量％以下の
性状を満たすものであることが必要である。そのような基材としては、例えば、中東系の
軽質原油などから得られる常圧蒸留残渣油や減圧蒸留残渣油から溶剤抽出などによりアス
ファルトを除去して得られる脱れき油などが好適である。
【実施例】
【００２１】
＜実施例１＞
　直留軽油留分（ＧＯ）を６９．６容量％、分解軽油（ＬＣＯ）を３０．０容量％、残留
炭素分付与基材として中東系軽質原油を常圧蒸留して得られる常圧蒸留残渣油（ＬＳＬＲ
）を０．４容量％配合し、ＪＩＳ　Ｋ　２２０５を満たすＡ重油組成物を調整した。
＜実施例２＞
　直留軽油留分（ＧＯ）を６９．７容量％、分解軽油（ＬＣＯ）を３０．０容量％、残留
炭素分付与基材として減圧蒸留残渣油を更に溶剤抽出によって得られる脱れき油（ＤＡＯ
）を０．３容量％配合し、ＪＩＳ　Ｋ　２２０５を満たすＡ重油組成物を調整した。
＜比較例１＞
　直留軽油留分（ＧＯ）を６９．８容量％、分解軽油（ＬＣＯ）を３０．０容量％、残留
炭素分付与基材として中東系中質原油を常圧蒸留および減圧蒸留することによって得られ
る減圧蒸留残渣油（ＭＳＳＲ）を０．２容量％配合し、ＪＩＳ　Ｋ　２２０５を満たすＡ
重油組成物を調整した。
＜比較例２＞
　直留軽油留分（ＧＯ）を６９．７容量％、分解軽油（ＬＣＯ）を３０．０容量％、残留
炭素分付与基材として原料である減圧軽油を接触分解して得られる、沸点約３００～５５
０℃の範囲の重質サイクル油とスラリーオイルの混合物（ＨＣＯ／ＳＬ）を０．３容量％
配合し、ＪＩＳ　Ｋ　２２０５を満たすＡ重油組成物を調整した。
＜比較例３＞
　直留軽油留分（ＧＯ）を６９．７容量％、分解軽油（ＬＣＯ）を３０．０容量％、残留
炭素分付与基材として中東系重質原油を常圧蒸留して得られる常圧蒸留残渣油（ＨＳＬＲ
）を０．３容量％配合し、ＪＩＳ　Ｋ　２２０５を満たすＡ重油組成物を調整した。
＜参考例＞
　参考例として、残留炭素分付与基材を配合せず、直留軽油留分（ＧＯ）を７０．０容量
％、分解軽油（ＬＣＯ）を３０．０容量％配合した組成物を調整した。
【００２２】
　実施例１、実施例２、比較例１乃至比較例３で配合した残留炭素分付与基材の性状を表
１に示す。なお、各測定は以下の通り行った。
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＜比誘電率＞
　ＪＩＳ　Ｋ　６９１１「熱硬化性プラスチック一般試験法」内誘電率試験相互誘導ブリ
ッジ法により測定した。
＜密度＞
　ＪＩＳ　Ｋ　２２４９「原油及び石油製品‐密度試験方法」振動式密度試験方法により
測定した。
＜硫黄分＞
　ＪＩＳ　Ｋ　２５４１－４「原油及び石油製品‐硫黄分試験方法」放射線式励起法によ
り測定した。
＜残留炭素分＞
　ＪＩＳ　Ｋ　２２７０「原油及び石油製品‐残留炭素分試験方法」ミクロ法により測定
した。
＜灰分＞
　ＪＩＳ　Ｋ　２２７２「原油及び石油製品‐灰分及び硫酸灰分試験方法」灰分試験方法
により測定した。
＜窒素分＞
　ＪＩＳ　Ｋ　２６０９「原油及び石油製品‐窒素分試験方法」化学発光法により測定し
た。
＜金属分含有量＞
　石油学会規格　ＪＰＩ－５Ｓ－６２－２０００「石油製品‐金属分試験方法」により測
定した。試験方法として、アルミニウム（Ａｌ）、シリコン（Ｓｉ）、鉄（Ｆｅ）、ニッ
ケル（Ｎｉ）、バナジウム（Ｖ）の測定にはＩＣＰ‐発光法、ナトリウム（Ｎａ）、カリ
ウム（Ｋ）の測定には原子吸光法を採用した。
＜飽和分、アロマ分、レジン分、アスファルテン分＞
　イヤトロスキャンＭＫ－５（製品名、ヤトロン株式会社製）を用い、薄層クロマトグラ
フィー／水素炎イオン化検出器法により測定した。
【００２３】
【表１】
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【００２４】
　実施例１、実施例２、比較例１乃至比較例３及び参考例について、以下に示す測定を行
った。その結果を表２に示す。
＜１０％残留炭素分＞
　ＪＩＳ　Ｋ　２２７０「原油及び石油製品‐残留炭素分試験方法」により、１０％残炭
の調整を行った後、ミクロ法により測定した。
＜水分＋スラッジ含有量（遠心分離試験）＞
　分液ロートに実施例又は比較例のＡ重油組成物、或いは参考例の組成物を１００ｍｌと
り、そこに水を３ｍｌ（Ａ重油組成物或いは参考例の組成物との容量比１００：３）混入
させ３０分間振とう後、遠心分離用の目盛試験管に移しＪＰＩ－５Ｓ－１８－８０の「使
用潤滑油中の不溶解分試験方法」に準拠した遠心分離を１２０分間行った。そして、目盛
試験管の底部に形成された水の層の直上に形成された、水分とスラッジとの混合層の容量
を測定し、遠心分離後のＡ重油組成物と水の総容量に対する、この混合層の容積比率を「
水分＋スラッジ混合率」として算出した。なお、振とうには、ＳｈａｋｅｒＳＡ３１（製
品名、ヤマト化学株式会社）を使用し、ストローク４０ｍｍ、振とうスピードは毎分２２
５回とした。
【００２５】
【表２】

【００２６】
　表２の結果から明らかなように、水分＋スラッジ混合率は、比較例１乃至比較例３のＡ
重油組成物で高くなっているのに対し、実施例１及び実施例２のＡ重油組成物で低くなっ
ており、水分とスラッジの混合層が生成しにくい傾向を有していることがわかる。そして
、表１から、実施例１及び実施例２に使用された残留炭素分付与基材は、いずれも、（１
）密度が１．０ｇ／ｃｍ３以下、（２）比誘電率が３．０以下、（３）アスファルテン含
有量が１０質量％以下、（４）レジン含有量が１０質量％以下の性状を満たすものとなっ
ている。これに対して、比較例１乃至比較例３に使用された残留炭素分付与基材は、これ
ら全ての条件を満たしておらず、水分とスラッジの混合層が生成しやすい傾向のものであ
ることが確認された。
【００２７】
　また、表２の結果から、実施例２は、残留炭素分を付与しているにもかかわらず、水分
とスラッジの混合層が生成していないことがわかる。そして、表１から、実施例２に使用
された残留炭素分付与基材は、金属分含有量が極めて低く（１質量ｐｐｍ以下）なってい
ることがわかる。これらの結果から、残留炭素分付与基材が、上記（１）乃至（４）に加
え、更に、金属分含有量が１質量ｐｐｍ以下のものであれば、水分とスラッジの混合層が
より生成しにくいものとなることが確認された。
【００２８】
　なお、上記水分＋スラッジ含有量とは、水分含有量とは異なるものである。参考例では
水分とスラッジの混合層が生成していないことから、上記水分＋スラッジ含有量を得るた
めの遠心分離試験には、水分とは別に、ドライスラッジの要因を含む残留炭素分付与基材
の影響が反映されることが確認された。従って、上記遠心分離試験は、水分とドライスラ
ッジとの結合性の測定において有効な試験といえる。
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